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ェ 。 はじ 瑚こ 

近年。 企業活動のグローバル 化に伴い、 世界市場 

において強い 産業競争力を 獲得するため、 技術標準 

の重要性が高まっている。 

先端技術分野においてほ。 研究開発と知的財産。 

標準化が密接な 関わりを持つようになっている。 特 

に、 情報通信技術分野においては、 既に成熟化した 

技術を規格化する 事後標準から 製品化双に標準化す 

る 事前標準への 移行 u に伴い、 研究開発と標準化が 

同時並行的に 行われるようになったため、 標準の中 

に知的財産権 が含まれるケースが 増大した。 このた 

め、 初期の段階から 知的財産戦略と 一体となった 標 

準化戦略の構築が 必要とされている。 

今後。 先端技術分野において " 新市場を創出。 拡 

太させつ つ 。 企業が独自収益を 確保するためには。 

権 利化と並行しながら、 どのようなタイミングで 誰 

が 何を標準化ずべきであ ろうか。 本稿では、 既存産 

業を変革させる 可能性のあ る ヂィスラ プティブ技術 

の標準化に着目し。 国際標準化動向及び 標準化と知 

的財産の関係について 現状分析を行った。 今回は 、 

ナノ テタ ノロジー と -7 イクロ燃料電池の 事例に焦点 

を 当て報告する。 

2. 事例 1  ナノテクノロジー 標準化 

2 。 1  ナノテクノロジ - 標準化の背景 

ナノテクノ は ジ ーは " 黛 1 世紀の産業牽引力とし 

て電子。 情報 " バイオ等幅広い 産業分野への 応用が 

期待されている。 しかし " 従来自然界にほ 存在しな 

かったナノサイズの 微粒子が生態系に 及ぼす影響の 

有無が明らかにきれていない。 そのため、 ナノサイ 

ズの微粒子の 安全性に対する 懸念も 

めている 愛 。 新技術に対する 心 的な拒否感が 先行 

すると。 遺伝子組み換え 技術のように 産業 発 

影響を及ぼす 可能性があ る。 そこで、 今後のナノテ 

クノロジー産業を 順調に 属 させるため、 世界的合 

意 cD 下で、 科学的見地に 基づいたナノテクノロジー 

金性の評価を 行う必要性が 高まった。 

2 。 2  ナノテクノロジー 標準化の経緯 

年 米国の国家ナノテクノロジー。 イニシア テ 

} が 提唱された 後 " NT 翻 等においてナノ 

サイズの微粒子のリスク 調査が行われるよ う になり   

ナノテク標準化の 必要性が高まった。 年頃 にほ 

米国、 欧州。 日本、 中国で標準化の 動きが活発化し。 

年 5 月に英国の提案により 国際標準化機構 

) の中にナノテクノロジーを 専門とする技術 

鰯が 設立された 助 。 2 

㌍月にほロンドンで 第五国総会が 開催され。 

年 6 月に日本で第 2 回総会が開かれた。 

2 。 3  ナノテクノロジ - の標準化対象 

9 においてほ、 用語 " 命名法 " 計量。 計測、 

環境。 安全の 3 つの作業委員会く % ①が設置され、 こユ 

シビナー は 、 それぞれカナダ。 日本、 アメリカが担 

当している ( 表 lL 。 甲 G ユ ( 用語命名法 j @ こおいて ぼ 。 

用語の定義に 関わる議論がなされており、 今後の技 

術発展を踏まえ 規則的な法則に 基づいた命名を 目指 

している。 卸 ㏄ ( 計量計測 ) にお。 ては " ナノ素材 

の 特性項目                                                                                                                                                                                       

、ど   よ 乍   
を 進めるためにほ。 素材レベルの 性能評価が必要と 

なるからであ る。 先行的な市場ができっ っ あ る カ一 
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国産技術を国際標準化する 上での 課 

発 。 知的財産、 標準化の関係 

議論が先行しているカーボンナノ 

、 エ 992 年に飯島澄男氏により 発明 

膜 ディスプレイ、 燃料電池等様 み 

な 分野への応用が 期待されている 

産 総研を始め関連企業において、 

ボンナノチューブ㏄ ) 。 フラーレンを 対象とした 

計測。 評価 方 、 法から標準化に 取り組むことで 合意さ 

ている。 G3 ( 環境安全 ) においては、 ナノ粒子 

の生体。 環境影響評価方法が 議論されている。 例え 

ぼ、 ナノ粒子を取り 扱う作業環境の 安全性の評価 基 

準等 が挙げられる。 

以上のことから、 現在段階において、 ナノテクの 

標準化 は 「素材」を対象としていることがわかる。 

産業技術総合研究所の 一村信吾 茂 に よ ると、 ナノ テ 

等 ) 」 力 、 ら ナノテク「部材 (C 

配列し一方向に 配列させた基盤等 力が 造られ。 それ 

らが組み合わされてナノテク「応用製品 (C 

い たディスプレ 一等 )J が製造されるようになると、 

今後はナノテク「部材」の 標準化が必要となる 可能 

性があ る。 

の国際標準推進体制 

                  l 官立 姐 p 

 
 

ギ c ざ 

aS 頓 e 

a 典 C 姦 a ぎ卸 6% 鞄 Z 拙軸 0 姦 

に関する特許が 多数出願され 始めた。 2 

等を中心に計測評価方法 

を標準化することが 決定されている。 このように " 

コア技術が発明されてから 標準化に至るまでに 約 

ぬ年 経過していることから、 その間に C 

技術に関連する 特許が既に取得されていると 考えら 

れる。 

ナノテクノロジ 一の標準化け 先行者利益を 念頭に 

おいたものではないため、 現段階においては、 直接、 

標準に知的財産権 が含まれているものは 存在しない。 

しかし。 今後。 ナノテク「素材」からナノ テタ 「部 

材」及び「製品」の 標準化へ移行すると、 標準に特 

許が絡む可能性があ るのではないかと 考えられる。 

3, 事例 2  マイクロ燃料電池の 標準化 

3 。 1  マイクロ燃料電池標準化の 背景 

マイクロ燃料電池 ( マイクロ 

次 電池に比べて 数倍長い時間の 

2 。 な ナノテクノロジー 標準化推進体制 パソコンや携帯電話、 A 等の電源として 期待され 

日本国内では、 2 肩 にナノテクノロジー ている。 マイクロ 酊 C はⅡ一般の 、 消 

標準 7% 国内審議委員会が E 木工業調査会 ( 用 するため。 安全性や性能の 信頼性に対して 厳しい 

下 に設立され、 産 総研。 素材メーカー。 消費者等が 水準が要求される。 また、 世界各国のメーカ 一の 燃 

での審議に並行しながら 国内戦略が 議                       ッジ を利用できるよう 互換性も必要とさ 

諭 されている。 業界間の取り 纏めは " ナノテク産業 れる。 このため。 マイクロ G を国際的に標準化す 

の ビジネス展開をしているナノテクビジネス 推進協 る老、 要性が生じた。 

臼 ) を 中心に行われている。 ナノテクの 

産業応用分野が 多岐に渡ることを 踏まえると。 標準 3 。 2 -y イクロ燃料電池標準化の 経緯 

化 策定プロセスに 参加する企業も 幅広い。 そのため、 年 。 日 。 米 、 英 " 独 。 加の 5 カ国でⅨ C に 

異なる業界問を 取り纏め、 国内合意を得ることが、 燃料電池の国際規格が 提案され、 ℡ C 

  



電池 ) が設立された " 燃料電池の国際標準化， 

決められた 年 フランタフルトでの 第五回総会 

においては、 マイクロ ほ 設置されていな 

かった。 当初は プ ポータブル燃料電池 ) において 

マイクロ ぎ C の議論がなされていたが、 燃料であ る 

メタノールや 水素が危険物であ ることやマイクロ 

表 C  こ 5 の国際標準 遊休 帯 ， ， 

ぎ C が航空機で使用さ ること等から 安全性に対し 花 マイタ ロ 燃料電池標準化体制 

て 厳しい水準が 要求さ 、 独立したマイクロ ぴ C の 日本でほ燃料電池国際標準化の 審議団体であ る日 

G 設立が提案された。 そこで、 2 ㎝年 6 月サンデ 水雷 ) が申， むとなり、 国内企業。 

会 総会においてマイク 団 ている。 ただし、 国内のマイ 

者が入っていない ，点が課 

に 立てる標準の 専門家が日本 

3, H  マイクロ燃料電池標準化対象 にいないためであ る。 このため。 燃料電池開発情報 

料 電池 ) においてほ、 マイクロ ヌ C  センタ一の小関和雄氏によると、 ①標準での安全。 

        性能の要求事項； ;. ぽくなる。 ②試験項目が 少なくな 

) が 設置されている。 マイクロ る、 ③ 高 な 試験装置を必要とする 試験 は 標準から 

ヨ C の技術開発をリードしている 日本は 、 外す等の問題が 生じる可能性があ る。 

㈹のコンビナーを 抽 - 斉している ( 表勃 。 においてほ。 欧米は認証会社の 

( 安全 ) においては、 マイクロ C の安全 要 標準作成の専門家、 製造会社の規格。 標準部門の入。 

戒事項並びに 安全試験方法が 議論されており " 米国 法律の専門家が 参加しているのに 対して、 日本側は 

がコンビナーを 務めている。 燃料としてほ、 メタノ 製造会社の製造。 開発部門の技術者が 多いり。 その 

一ル、 蟻酸。 水素吸蔵 合金、 固体状メタノール、 ボ ため " 製品が完成していない 段階で標準を 策定する 

口 ハイドライド、 ブタンが対象となっている。 メタ 際 。 欧米の専門家は、 既存の他の標準規格の 応 

ノール、 水素吸蔵 合金 以 ほ 、 新技術であ るため 海 チウムイオン 電池等 ) が可能であ るのに対して。 日本 

外 のべンチャ一企業が 積極的に参加して。 る 。 また、 の技術者は技術的な 思考に陥りやすいという 閉 

燃料であ るメタノールや 水素を輸送するためにほ、 あ る。 

国連の「危険物輸送に 関する勧告」に 従 う 必要があ 

C の航空機への 持ち込みを可能とするため、 3 。 5  研究開発、 知的財産、 標準化の関係 

国際民間航空機関 鰻 CAO) が、 安全性の国際規格 マイクロ ぴ C は 携帯等の情報通信 

の 発行を条件としたことからも、 国際標準の作成が るため、 製品の普及に 伴 う 技術 伝搬 速度が大きい。 

急務となった。 WGg 0 性能 ) においてば、 マイクロ そのため、 試作品が完成し 実用化への見通しが 立っ 

C 発電ユニットの 性能試験方法の 規格が取           た 2 C の標準化活動が 活発化した。 

( 互換， h 生 ) では、 カートリッジ と マイタ ロ軒 C は技術開発と 標準化が同時進行して 

マイクロア C パワーユニット 問 との互換性、 マイク おり、 市場創設双に 製品イメージだけで 標準化を策 

口ダ C パワーユニットと 携帯情報 器 間の互換性の 定しなければならない。 そのため、 規格の見直し 期 

規格を目指しており。 前者が先行している。 間を定めて。 る 。 通常。 見直し期間は 2 年から ) 5 

年 であ るが、 マイクロ C は開発の スピ - ド が速い 
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ために 3 年程度となっている。 

以上のよ 5@ こ 、 マイクロゼ C の標準 は 技術的に未 

成熟な段階で 規格を決める 必要があ り、 今後、 燃料 

カートリッジの「互換性」を 確保するための 標準は 

一 トリッジの 差込 部の構造等 ) が特許 と抵 

最後に当たって、 インタビュ一にご 協力頂きまし 

た産業技術総合研究所の 一村信吾 氏 、 燃料電池開発 

情報センタ一の 小関和雄氏に 感謝致します。 

表 8 標準化の取り 組み 

首邑，性があ る。   l ナノテクノロジー l マイクロ 

許と 抵触する可能 

参考文献 

砂金工 勲 「公共財としての 技術標準 

化とオープンソース 陣営の反撃 一 」 

翰 小野晃。 阿部修治、 一村信吾。 川崎一「ナノテクノ 

ロジ 一の標準 ィ 助産総研 

壌 小関和雄「燃料電池の 国際標準化の 動向一 %C               

料 電池専門委員会の 活動状況」 

4. まとめ 

本稿でほ。 第一に、 新市場創出のため、 どのよう 

なタイミングで 誰が何を標準化しようとしているか 

について調査を 行った ( 表鋤 。 二つの事例 け 共に市 

場 創設双に標準化活動が 活発化している。 ナノテク 

ノロジ一の標準化対象は、 「素材」に関するものであ 

るのに対して、 実用化の見通しが 立っているマイク 

C は「製品」に 関するものとなっている。 どち 

らも安全性の 規格が策定されている 点で共通してい 

る 。 標準策定プロセスに 携わる人材 ( 国内 ) につい 

ては、 ナノテクノロジ 一の場合メ - カ一の技術者だ 

けでなく消費者が 含まれているが、 マイクロ 

消費者が入っていない 点が課題であ る。 また、 国際 

の参加者は、 欧米は既存の 他の標準規格 

の 応用が可能な 標準。 法律の専門家が 多いのに対し 

て。 日本はメーカ 一の技術者が 大多数であ る点も課 

であ る。 

第二に、 標準化と特許は 現在どのような 関係にあ 

るか調査を行った。 二つの事例は 発明されてから 標 

準 化されるまで 長期間を経ているため、 既にコア技 

術に関する特許が 取得されていると 考えら 

かし。 ナノテクノロジ 一については、 現在素材の標 

準化がなされており、 直接標準に含まれる 特許はな 

      一方、 マイクロ C に関しては、 開発と並行し 

た 製品の標準化が 行われており、 今後、 燃料カート 

リッジの「互換性」を 確保するための 標準に特許が 

含まれる可能性があ る。 

今後は、 企業の事業戦略における 標準化戦略等の 

検討が必要であ る。 
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